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Ⅰ．研究の概要 

１．研究の背景・目的 

（１） 事業の概要 

 昭和２９年、横浜市保土ヶ谷区に大協製作所

を設立し、金属表面処理業として自動車部品を

中心に事業を発展させてきた。 

 取引分野の強力なコストダウンなどもあり、

生産性をあげる新技術を開発し、対応するなど

全社をあげて、生き残りに取組んでいる。しか

し、東南アジアの経済力、｢モノづくり｣力の強

化に伴い、次第に競争力低下が課題となってき

ている。 

 

（２） 高齢者雇用状況 

 ４５歳以上が２８名と中高年齢者の割合が５

３，８％を占めており、高齢化は着実に進展し

ている。益々、熾烈化する製品原価低減、高品

質化、短納期化への対応と高齢化の課題を同時

並行的な解決が求められている。 

 

（３） 研究の背景・課題 

 取引先からの品質向上と製品原価低減への対

応として、生産現場を中心とする生産性向上を

中心とする改善活動に取組んできた。ライン作

業が主体であることから、若年者中心の就労形

態に指向する傾向があり、高齢者就労を阻害す

る傾向が現れていた。 

 さらには、労務費削減化の一つとして派遣社

員、パート従業員などの低賃金労働者への移行

など、高齢者雇用にマイナス的要素が多くなっ

てきていた。このような状況から脱皮するため

に、高齢者の積極的な雇用を課題として取組み

を開始した。 

 今回は、高齢者の技術・技能を活用し、高齢

者でも就労出来る｢モノづくり｣への変換を目指

し、その一段として企画立案事業として何処ま

で改善による高齢者就労が可能なのかを究明し

た。 

 

（４） 研究のテーマ・目的 

 今回は、独立行政法人高齢・障害者支援機構 

の診断システムを全面的に活用し、診断結果に

基づき取り組むことにした。 

 具体的には、次の４つの指針を設定した。 

① 高齢者雇用への職務再設計は企業診断シス

テムによる診断結果を基準とする。 

② 職務再設計への改善は、まず、金を掛けな

いで自分達で出来ることを優先に取り組

む。 

③ 品質向上を 優先課題とし、高齢者雇用を

可能にするよう職務再設計に挑戦する。 

④ 全員の技術・技能を高めながら、安全で働

き易い職場づくりへの職務再設計を｢知恵

と総意｣で成し遂げる。 

 従来も改善活動は実施してきたが、今回は独

立行政法人高齢・障害者雇用支援機構による職

場診断システムの結果を基本として、高齢者の

就労化を実現させるための改善活動として協力

を推進することにした。 

 あわせて、地域と共に発展してきた企業とし

て、金属表面処理業は環境への影響を考慮し、

｢環境を重視し、地域と共に、引き続き発展を図

る｣ことを目標に改善活動を推進した。 

 この活動を効率的、有効な活動として進める

ために、次のような事項を重点に設定し、活動

を進めることにした。 

＜改善活動の７原則＞ 

① 顧客ニーズに対応し、高齢者が持つ技術・

経験を積極的に活用する。 

② 高齢者が持っている技能・知恵の積極的に

活用する。 

③ 企業革新への挑戦活動とする。 

④ 高齢者の雇用拡大への挑戦。 

⑤ 障害者安定雇用の活動とする。 

⑥ 高年齢者雇用への新規職場の創設。 

⑦ 地域に根ざした雇用安定化への活動。 

 

（５） 研究体制と活動 

 テーマごとにチームを編成、活動を推進した。

対象とするテーマに対しては、自分達の手で、

自分達の職場を改善するとの原則に立ち、活動
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推進を図った。 

改善活動の７原則を受けて、次の方法で取り組

むことにした。 

① 高齢者に優しい職場づくりと職務再設計

で、再雇用制度導入条件作りへの挑戦 

・次第に厳しくなる就労条件に対応できるよ

うに職務再設計を行い、高齢者就労を可能

にするよう改善をすすめる。 

・高齢者の就労を阻害していた課題の積極的

な解決に挑戦すると共に、その実施による

就労可否の判定法を確立し、高齢者就労対

策法と、就労可否判定法の普遍化を目指す。 

・６０歳台の作業者を就労可能にするような

フレキシブルな勤務体制の確立のための、

就労方式と労務管理の方策、就業規則の改

定を目指す。 

② 高齢者の技術と経験を活かした｢モノづく

り｣への挑戦 

 高品質化、高生産性、短納期化などの課題

に対して、企業として全面的に取り組んでい

るが、高齢者の持つ貴重な技術と経験を積極

的に活かせるよう、職務再設計を強力に推進

する。 

・これまでは、設備条件などから高齢者就労

不可の作業が多く有った。これらを金を掛

けずに実現するよう改善活動に取り組んで

きたが、その限界が明確になった。そこで

設備対策により就労を可能にする。 

・より高度化している作業内容を高齢者の技

術と経験などで積極的に対応し、高齢者の

持つ技術・技能で対応が出来るよう仕事の

仕組みの見直しをおこなう。 

③ 高齢者の持つ技術・技能、経験と知恵を生

かした「モノづくり」革新への挑戦 

・高齢者の持つ技術・技能、経験と知恵を全

面的に活用し、｢モノづくり｣革新への挑戦

により、職務再設計に取り組む。 

・従来の力づくの｢モノづくり｣から、高齢者

が、どの職務にも就労でき、高齢者の持つ

技術・技能が全面的に活用できるような「も

のづくり」を実現し、生産職場から高齢者

が就労不可職務の排除に挑戦し、実現を目

指す。 

④ 高齢者・パートが就労できる条件作りへの

試行 

・高齢者・パートがより容易に就労できるよ

う勤務方式、労働契約などの見直しを行い、

加齢に伴う労働力の低下をこの方式により

補完する方法で就労できる条件づくりの確

立を指向し、より高齢化する労務体制への

対応策の見極めの一助とする。 

・一挙に就業規則の変更を行うのは問題があ

るので、その前段として、高齢者パートを

採用し、労務体制、勤務方式などのあり方

と将来、全面的に移行するまでの問題点把

握などをおこない、いずれ、就業規則改訂

への予備的検討と見極めをおこなう。 

 

２．研究成果の概要 

(１) 高齢者に優しい職場づくりのための職務再設

計・再雇用制度導入 

 結果としては、高齢者就労を阻害する課題に

積極的に挑戦し、高齢者就労不可とされていた

職務の再設計により解消できた。 

 古い設備のため重筋作業と称する作業が多く

存在していた。これらの作業の解消を目指して、

ハード対策を実施した。 

 これらの設備対策に平行して、ライン作業負

荷の軽減対策を実施することにより、軽作業の

実現に成功し、高齢者就労がより容易になった。 

(２) 高齢者の技術と経験を生かす｢モノづくり｣の

実現 

 設備条件などから高齢者就労を不可として

いた作業があり、高齢者雇用を阻害する大き

な要因となっていた。今回の共同研究による

ハード対策１～５により、懸案であった高齢

者就労不可作業に高齢者が就労可能となり、

大きな障害事項の排除を実現することが出来

た。この作業就労条件の改善により、高齢者

が持っている技術・技能、経験が生かせる作

業条件が出来てきたので、これを積極的に活

用し、技術と経験を生かす｢モノづくり｣への

造り込みに挑戦する。高齢者雇用の場の拡大

と共に、高齢者が持つ技術・技能、経験が生

かせる業務の就労体制が確保できたので、積

極的に｢モノづくり｣革新に挑戦できるように
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なった。 

(３) 高齢者就労不可作業解消対策による自動化

で、品質向上、生産性向上の実現 

 懸案であった難作業として存在していた高

齢者就労不可作業を主としてハード対策によ

り解消することが出来た。従来の古い設備な

どの関係があり、品質の維持・向上を力づく

による管理でおこなっていた。これらの作業

を自動化により、作業内容の改善と水準維持

への管理の容易化などが実現した結果、品質

面、生産性で向上が期待できる。設備導入後

時間が少ないので、数値的な評価が出来てい

ないが、今後、造り込みにより成果が期待で

きると思われる。 

(４) 高齢者就労可否判定法と評価法の試行と新

規開発手法の提案 

 生産現場で高齢者就労不可とされていた作

業を設備及び技術対策により解消し、就労を 

可能にすることが出来た。この高齢者就労不

可作業の解消対策とその評価法を今回の研究

の中で開発した。あわせて、各種高齢者対象

作業の改善対策による作業性の評価法とし

て、従来使用しているサーブリック法と、さ

らに、新規に開発し試行した改訂サーブリッ

ク法の有効性の評価をおこなった。 

 今回開発した高齢者就労可否判定法と高齢

者作業評価法（改訂サーブリック法）を高齢

者対策評価法の一つとして今回の研究成果と

してご報告すると共に、提案する。 

(５) 高齢者・パートが就労できる条件作りへの挑

戦 

 ソフト対策として短期就労６０歳台高年齢

者を採用している。その中で正規従業員に対

応する労働条件と勤務体制、さらには就業規

則改定の方向性を検討している。この成果を

見て、早急に改訂などの対策を推進する。 
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Ⅱ．研究の内容と結果 

１．課題の設定と具体的な進め方 

(１) 半自動化による高齢者就労への挑戦 

イ．半自動化による高齢者就労対策 

 設備条件もあるが、現在保有している設備

は、①重筋作業、②微妙な生産条件管理が求

められる、③足場が悪く高齢者就労が困難な

設備、環境条件により高齢者就労が困難な作

業とされていた。 

 この対策として、改善活動により解消すべ

く活動を推進してきたが、改善レベルの問題

ではなく、設備及び技術対策により解消する

必要があると判断した。 

 従来設備を可能な限り活用し、半自動化な

どのハード対策により、それらの課題を解消

することに取り組んだ。 

 今回の研究事項としてハード対策５件を設

定し、それぞれのチームを編成し、その実現

化に向けた活動を推進した。 

ロ．設備導入に当たっては、設備導入マニュア

ルとして、その１、設備仕様の設定法、その

２、設備・作業者関係からの設備仕様の設定

法を開発してきたが、今回新たに、その３、

設備・作業者関係の生産移行検討を開発し、

量産ラインにおける導入設備の生産実験の推

進法を取り入れ試行した。 

 終的には、対象作業における高齢者の作

業負担を軽減させ、高齢者就労を実現するこ

とが課題である。そこで、高齢者就労を阻害

している要因を除去する方法として生産ライ

ンの見直し、生産設備の見直し改善、それぞ

れの中で作業者負担を軽減させる設備及び技

術対策として、半自動化設備の仕様の決定と、

導入計画に基づき計画的に導入を図った。 

 

（２） 作業者負担軽減に係る支援機器の開発・導

入 

イ．新規メッキ装置導入による高年齢者向け作

業の開発 

 これまで手作業が少ないことから、試作品

作業は手処理を行なってきたが、量産に入る

こともあり、新規に自動処理ラインを導入す

ることになった。導入に当たり、従来の手処

理作業、半自動方式を参考にしながら、高齢

者就労を前提とする設備仕様の開発に取り組

んだ。設備仕様開発に際しては、設備仕様設

定マニュアルその１、その２、今回新規に開

発したその３を適応し、設備開発に取り組ん

だ。設備及び技術対策結果の評価法として、

高齢者就労可否の判定法と高齢者作業評価法

として、従来のサーベリック法を改善し、新

規に開発した新手法である改訂サーベリック

法の適用性を、検証した。これらの対策と評

価法により、自動化により１００％の軽作業

化に取り組み、高齢者就労作業への職務再設

計を実現する。 

 今回開発した高齢者就労可否の判定法と高

齢者作業評価法の有効性を検証する。 

ロ．バレルメッキ後処理作業に於ける半自動化 

 バレルメッキ後処理作業は、重量物を終日

取り扱うために、高齢者の就労が困難な作業

とされていた。この重量物取り扱い作業に半

自動化装置を導入する方法で、軽作業化を実

現し、高齢者の就労を可能にする。半自動化

装置による作業軽減率を、従来方式サーべリ

ック法と改訂サーべリックによる変化率で検

証する。新規の評価法としての高齢者就労可

否判定法により、対策前は、高齢者就労不可

との判定が、対策後は就労可能との評価値と

なるかを検証する。サーベリックの改訂前後

での変化率の大小からその有効性を検証す

る。 

 一方、バレルメッキ後処理作業の改善部分

でも同様に作業軽減率の変化から、対策効果

の検証と評価値の有効性を精査する。 

高齢就労評可否価法では、改善前は就労不可

との評価が、改善後は高齢者就可の判定が出

来るかどうかを検証する。 

ハ．引っ掛けメッキ装置の半自動化 

 引っ掛けメッキは、終日重量物を取り扱う

ために、高齢者の就労が困難な作業とされて
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いた。この重量物の取り扱い作業に半自動化

装置を導入する方法で、軽作業化を実現し、

高齢者就労を可能にする。  

 半自動化対策による成果の評価として、作

業軽減率による評価で可能性を実証する。 

 高齢者就労の可否判定では、就労不可との

評価が改善後に高齢者就可否の判定が出来る

かを検証する。 

ニ．メッキ処理駅冷却装置の半自動化 

 この作業は熟練作業者が手作業で常時設定

条件の変更しながら作業を行っている上に、 

約２０キロもあるろ過材の交換をおこなって

おり、高齢者就労の不可作業となっていた。 

これを半自動化方式に変更すると共に、高齢

者の就労可能になるように変更する。今回、

開発中の改訂サーべリック法を適応し、その

有効性を実施する。 

 同様に、高齢者就労可否判定が出来るかを

検証する。 

ホ．排水処理作業の半自動化 

 排水処理作業は熟練作業者が手動で常時設

定条件を変更しながら作業を行っている上

に、 

逆洗い切り替えバルブの操作に大きな力が必

要で、高齢者就労の不可作業と設定されてい

た。これらの作業を半自動化にすることで、

高年齢者の就労を可能にする。 

 半自動化による改善対策による結果の評価

法として、作業軽減率変化で有効な判定が可

能であるかどうかを検証する。高齢者就労可

否の判定法の有効性を実施する。 

（3） 軽作業化実現に伴う人事制度の見直し  

 メッキ作業は、技術力、体力、熟練を必要

とすることから、これまでは、中途採用とい

う経験の少ない作業者、または、高年齢者を

雇用すると言うことは極めて、難しいことと

捉えていた。 

 しかし、昨今の社会環境、労働時事情など

から高齢者をどのようにして雇い入れ、事業

の維持、発展にどのように結び付けて行くの

かが課題として取り組んできている。 

 今回の共同研究事業で生産ラインの見直し

や作業性の見直しがおこなわれるので、高齢

者就労が何処まで可能なのかを労務管理から

究明することに挑戦する。 

 現在おこなっている高齢者就労対策による

軽作業化で、通常就業勤務の８時間、高齢者

が立ち放しの就労が出来るどうかをパート、

派遣社員で検証してみる。合せて、８時間就

労に拘わらずに、本人の体力にあわせて、労

働時間を変動させ、２～５時間就労など制度

変更の試行に挑戦してみる。 

 そのために、新規にパート、派遣社員で高

年齢者を就労させて、正規従業員への適応可

能かどうかの検証おこなう。 

 その様子をみながら、就業規則の改定の検

討をおこなう。 

 

２．研究内容・方法など 

（１） ハード面 

イ．現状調査 

 改善前に、生産ライン全工程に対して、実

態調査を行う。作業内容、作業難易性、高齢

者就労を阻害している条件、内容。 

ロ．分析・検討 

 実態調査に基づき、内容分析、再調査、課

題の検討などをおこなう。その中から対策案

の抽出を目指す。 

ハ．改善案の検討 

 ハード対策１～５の各課題に対応した、具

体的な改善案の検討を進める。各テーマごと

に、課題解決への支援機器の開発および、作

業性の検討、高齢者就労を可能にする対策法

の確認、論理的に実証、軽作業化への実現策

などハード対策を、中心に検討し、高齢者就

労の実現性を設定する。 

ニ．支援機器の導入 

 改善案の設定を受けて、支援機器を開発、

導入する。 

ホ．標準方法の設定など 

 支援機器導入に合せて、標準作業方法、及

び作業マニュアルの作成などの改善を行う。 

へ．効果測定 

 支援機器の導入、作業標準の導入による効

果を測定する。 
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（２） ハード対策効果の測定法の確立 

イ．高齢者就労不可とされていた作業を半自動

化の対策により高齢者就労が可能となった

か、さらに高齢者就労を可能にする対策法と

高齢者就労可否を評価する方法を確立し、本

研究による活動成果としてハード対策効果測

定法を提案する。 

ロ．ハード対策による作業性評価法の確立 

 作業性の評価法の一つとしてサーベリック

法があるが、高齢者が求めているよりは、よ

り詳細な動作改善を的確に評価する方法を開

発し、手法として確立する。 

 従来のサーベリック法は作業者の全体動作

から要素動作を設定し、その要素により作業

動作を分析する。しかし、高齢者が求める作

業内容は、より小さな動作へと移行する上に、

その小さな動作の中でのやり易い、やりにい

くことが障害要素となる。そこで、それらの

より細分化した動作を的確に把握するため

に、高齢者に求められる作業要素を新たに設

定し、高齢者就労対策による作業内容の変化

を、数値的に把握する評価法として今回の研

究事例に適応し、その有効性、妥当性を検証

し、新たな評価法として提案する。 

 

（３） ハード対策による課題解決法と評価法の開

発 

イ．ハード対策開発マニュアル 

 高齢者就労を可能にする職場を開発するた

めに、高齢者就労に適応する設備及び作業方

法、作業環境を具現化する条件を明確にし、

それらを通して高齢者就労を実現する必要が

ある。 

① 設備開発マニュアルの設定 

ａ．設備開発マニュアル その１ 

 高齢者就労に必要とする設備に求められ

る設備仕様内容を明確にする必要がある。

この設備仕様を開発し、仕様設定を標準化

するのがこのマニュアルである。 

ｂ．設備開発マニュアル その２ 

 高齢者対策用支援機器の開発に当り、支

援機器と作業者との関係を詳細に検討し、

設定課題に対して、 も的確な関係を探し

出すのに用いるのがこのマニュアルであ

る。このマニュアルをとおし、支援機器と

高齢者との関係を事前に精査し、 も合目

的的な支援機器の開発を実現する。 

ｃ．設備開発マニュアル その３ 

 高齢者支援機器の開発に当り、特に量産

ラインなどでの開発では、新規に導入する

支援機器による試行に当り、支援機器によ

る作業改善の有効性を合目的的な観点から

試行し、新しい高齢者向け作業として実施

する方法を開発したのが、このマニュアル

である。今回の研究で初めて試行するが、

今後の研究への効率的な実証法として確立

し、新手法として提案する。 

ロ．ハード対策である設備開発及び装置の導入

効果を評価する方法の確立 

 ハード対策による支援機器である設備及び

装置の導入し、高齢者就労を可能にするよう

に職務再設計を行った。その成果を評価する

方法を開発する。さらに、これらの手法を標

準化することで、ハード対策による職務再設

計がより導入しやすく出来るようにする。 

① 作業内容の変化による作業改善内容の評

価の標準化 

 ハード対策である開発設備及び装置の導

入前後の作業手順及び作業の難易性を比較

し、その変化を通して、作業性の改善と高

齢者の就労可否を評価する方法を開発す

る。 

 具体的には、次の要領で行う。 

ａ．作業手順評価法 

 対象作業における開発設備及び装置の導

入前後の作業手順を列記、比較し、その変

化から高齢者就労への可能性を評価する。 

 作業手順は可能な限り細分化し、より正

確に対比できるようにする。 

ｂ．作業難易度改善評価法 

 作業手順評価法の中で、可能な限り細分

化した作業手順と、より正確に対比した内

容から難易度の高い要素作業の分析から、

作業難易度の改善内容を精査し、その変化

から高齢者就労への可能性を評価する。 

② 作業動作分析による高齢者就労可能性の
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評価法の確立 

 ハード対策である開発設備及び装置の導

入前後の作業動作を分析、比較し、その変

化を通して、作業性の改善と作業動作の改

善内容を評価する。 終目標の一つである

高齢者就労可能性を評価する方法を確立す

る。 

ａ．高齢者就労対策法と就労可否の評価法の

確立 

 高齢者就労を目標として設備・装置、作

業改善などの対策が行われる。それらの対

策により高齢者が就労するときの作業内容

が改善され、それらの対策結果から、対策

目標である就労可否の評価法を確立する。

具体的には、高齢者就労対策法による改善

効果を、高齢者就労可否判定の評価法とし

て確立する。 

ｂ．作業動作分析の評価法 

 「サーべリック法による１８要素作業法」

を適応し、改善前後の作業性を評価する。

その中で、作業性の改善内容の詳細な分析

を通して、高齢者就労への作業改善内容の

確認と高齢者就労を実現する。 

 これまで対策してきた設備及び装置によ

る改善内容をサーベリック法による１８要

素作業法により、作業手順として設定して

いる１８要素作業で評価する。 

 高齢者は加齢に伴い作業動作範囲が縮小

する傾向があることから、より細かな動作

に分解した要素作業による方法として改定

サーベリック法を紹介する。改定サーベリ

ック法を用いて、改善前後の細分化した要

素作業の変化から値高齢者適応職務として

再設計が進んでいるかを検証する。 

 

３．研究結果 

（１） ハード対策開発各機器の評価 

イ．新規メッキ装置導入による高齢者向け作業

の開発 

① 導入機器の成果 

 これまで手作業が少ないことから、試作

品作業は手処理を行なってきたが、量産に

入ることもあり、新規に自動処理ラインを

導入した。その結果、これまで熟練の作業

者が手作業で行っていた新規メッキ作業を

高齢者が就労できるようになり、高齢者就

労不可作業としていたものを高齢者就労可

作業に職務再設計できた。 

ハード対策開発マニュアルによる改善結果

の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 従来の手処理作業、半自動方式を参考に

しながら、高齢者就労を前提とする設備仕

様の開発に取り組んだ。自動化対策により、

難作業としていた手作業部分の自動化によ

り難作業が解消し、高齢者就労可の作業に

職務再設計を実現した。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 全作業の中で、熟練作業者による手作業

部分が、自動化により排除され、自動化に

より１００％の軽作業化を実施し、高齢者

就労作業への職務再設計を実現し、高齢者

就労可能作業に変換できた。 

ｃ．動作分析による評価 

 従来のサーベリック法を改善し新規に開

発した新手法である改訂サーベリック法の

適用性を検証した。従来のサーベリック法

及び改訂サーベリック法と共に、改善前、

それぞれ要素作業が従来法が２１，改訂法

が５４ステップあったものが、改善後はそ

れぞれゼロとなり、両方式共に、100%削減

している。それまで高齢者就労困難作業と

されていたのが高齢者就労可能作業となっ

た。両方式共に、高齢者作業評価法として

の有効性、妥当性が検証できた。 

ロ．バレルメッキ後処理作業に於ける半自動化 

① 導入機器の成果 

 バレルメッキ後処理作業は、重量物を終

日取り扱うために、高齢者の就労が困難な

作業とされていた。この重量物取り扱い作

業に半自動化装置導入により、軽作業化を

実現し、高齢者就労が可能となった。 

② ハード対策開発マニュアルによる改善結

果の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 高齢者就労が困難な作業とされていた重
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量物取り扱い作業に半自動化装置を導入す

る方法で、難作業が解消し軽作業化を実現

し、高齢者就労が可能となった。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 それまで１０ステップ中、２ステップが

高齢者就労困難な作業要素であつたが、自

動化、半自動化の対策で解消し、高齢者就

労作業への職務再設計を実現した。 

ｃ．動作分析による評価 

 動作分析法により、半自動化装置による

作業軽減率の評価では、従来方式サーベリ

ック法では、１７ステップ中、２ステップ

が排除されたが、改訂サーベリックによる

変化では、３４ステップ中、１０ステップ

が排除された。作業軽減率の評価では、両

方式共に、高齢者作業評価法としての有効

性、妥当性が検証できた。改訂サーベリッ

ク法がより的確に評価出来ることが分かっ

た。 

ハ．引っ掛けメッキ装置の半自動化 

① 導入機器の成果 

 引っ掛けメッキは、終日重量物を取り扱

うために、高齢者の就労が困難な作業とさ

れていた。この重量物の取り扱い作業に半

自動化装置を導入する方法で、軽作業化を

実現できた。  

② ハード対策開発マニュアルによる改善結

果の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 従来の手処理作業、半自動方式を参考に

しながら、高齢者就労を前提とする設備仕

様の開発に取り組んだ。自動化対策により、

難作業としていた手作業部分の自動化によ

り難作業が解消し、高齢者就労可能の作業

に職務再設計を実現した。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 全作業で熟練作業者による手作業部分

が、自動化により排除され、８ステップ中、

５ステップが半自動化で排除され、高齢者

就労可能作業に変換できた。 

ｃ．動作分析による評価 

 従来のサーベリック法を改善し新規に開

発した新手法である改訂サーベリック法の

適用性を検証した。従来のサーベリック法

及び改訂サーベリック法共に、改善前、そ

れぞれ要素作業では、従来法が１３，改訂

部分法のみでは２５ステップあったもの

が、改善後は従来法が８ステップとなり、

１６ステップ排除した。改訂法による総合

評価では、改善前３８ステップが１４ステ

ップとなり、２４テップ排除した。その結

果、それまで高齢者就労困難作業とされて

いたのを高齢者就労可能作業となった。両

方式共に、高齢者作業評価法としての有効

性、妥当性が検証できた。改訂法が的確に

評価できることが実証された。 

ニ．メッキ処理液冷却装置の半自動化 

① 導入機器の成果 

 この作業は熟練作業者が手作業で常時設

定条件を変更しながら作業を行っている上

に、約２０キロもあるろ過材の交換をおこ

なっており、高齢者就労の不可作業となっ

ていた。これを半自動化方式に変更すると

共に、高齢者就労可能作業に職務再設計で

きた。 

② ハード対策開発マニュアルによる改善結

果の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 高齢者就労を前提とする設備仕様の開発

に取り組んだ。半自動化対策により、難作

業としていた手作業部分の自動化により難

作業が解消し、職務再設計により高齢者就

労不可作業から可高齢者就労可能作業への

変換を実現した。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 全作業の中で、熟練作業者による手作業

部分が自動化による対策で、９ステップ中、

６ステップが排除され、特に、１ステップ

で高齢者就労不可とされていた作業が高齢

者就労可能作業に変換できた。 

② ハード対策開発マニュアルによる改善結

果の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 従来の手処理作業、半自動方式を参考に

しながら、高齢者就労を前提とする設備仕

様の開発に取り組んだ。自動化対策により、
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手作業部分の自動化により、特に難作業と

されていた作業が解消し、高齢者就労可能

作業への職務再設計を実現した。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 全作業に中で熟練作業者の手作業要素９

ステップ中、６ステップが自動化で排除さ

れ、高齢者就労可能作業に変換できた。 

ｃ．動作分析による評価 

 従来のサーベリック法を改善し新規に開

発した新手法である改訂サーベリック法の

適用性を検証した。従来のサーベリック法

及び改訂サーベリック法と共に、改善前、

それぞれ要素作業では、従来法が１６，改

訂部分法のみでは２２ステップあったもの

が、改善後は従来法が６ステップとなり、

１０テップが排除できた。改訂法による総

合評価では、改善前３８ステップが１４ス

テップとなり、２４ステップを排除した。

その結果、それまで高齢者就労困難作業と

されていたのが高齢者就労可能作業となっ

た。両方式共に、高齢者作業評価法として

の有効性、妥当性が検証できた。改訂法が

より的確に評価できることが実証できた。 

ホ．排水処理作業の半自動化 

① 導入機器の成果 

 排水処理作業は熟練作業者が手動で常時

設定条件を変更しながら作業を行っている

上に、逆洗い切り替えバルブの操作に大き

な力が必要で、高齢者就労の不可作業と設

定されていた。これらの作業を半自動化に

することで、高年齢者就労を可能にした。 

② ハード対策開発マニュアルによる改善結

果の評価 

ａ．高齢者就労可否判定法による評価 

 高齢者就労を前提とする設備仕様の開発

に取り組み、自動化対策により、難作業と

していた手作業部分の自動化により難作業

が解消し、高齢者就労可能の作業に職務再

設計を実現した。 

ｂ．作業手順分析による評価 

 全作業に中で熟練作業者の手作業要素１

１ステップ中、５ステップが自動化で排除

できた。手作業部分の１ステップで高齢者

就労ネックとしていた部分を設備対策で解

消し、高齢者就労可能作業に変換できた。 

ｃ．動作分析による評価 

 従来のサーベリック法を改善し新規に開

発した新手法である改訂サーベリック法の

適用性を検証した。従来のサーベリック法

及び改訂サーベリック法と共に、改善前、

夫それぞれ要素作業では、従来法が６１，

改訂部分法のみでは５６ステップあったも

のが、改善後は従来法が３８ステップとな

り、２３テップが排除できた。改訂法によ

る総合評価では、改善前１１７ステップが

７１ステップとなり、４１ステップを排除

した。その結果、それまで高齢者就労困難

作業とされていたのが高齢者就労可能作業

となった。両方式共に、高齢者作業評価法

としての有効性、妥当性が検証できた。改

訂法がより的確に評価できることが判っ

た。 

 

（２） 高齢者雇用開発ハード対策のソフト開発 

イ．ハード対策開発マニュアルによる効率的な

改善活動の推進 

① 設備開発マニュアルの設定 

ａ．設備開発マニュアル その１ 

 高齢者就労に必要とする設備に求められ

る設備仕様内容を明確にする必要がある。

この設備仕様を開発し、仕様設定を標準化

するのがこのマニュアルである。 

 この方式は、今後の手法として活用でき

ると判断している。 

ｂ．設備開発マニュアル その２ 

 高齢者対策用支援機器の開発に当り、支

援機器と作業者との関係を詳細に検討し、

設定課題に対して、 も的確な関係を探し

出すのに用いるのがこのマニュアルであ

る。このマニュアルを活用、支援機器と高

齢者との関係を事前に精査、 も合目的的

な支援機器の開発を実現する。この方式は、

今後の手法として活用できると判断してい

る。 

ｃ．設備開発マニュアル その３ 

 高齢者支援機器の開発に当り、特に量産
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ラインなどでの開発では、新規に導入する

支援機器による試行に当り、支援機器によ

る作業改善の有効性を合目的的な観点から

試行し、新しい高齢者向け作業として実施

する方法を開発したのが、このマニュアル

である。今回の研究で初めて試行したが、

今後の研究への効率的な実証法として確立

し、新手法として提案する。 

ロ．ハード対策である設備開発及び装置の導入

効果評価のソフト開発 

① 作業内容の変化による作業改善内容の評

価の標準化 

ａ．作業手順評価法 

 対象作業における開発設備及び装置の導

入前後の作業手順を列記、比較し、その変

化から高齢者就労への可能性を評価する。 

 作業手順は可能に限り細分化し、より正

確に対比できる。 

ｂ．作業難易度改善評価法 

 作業手順評価法の中で、可能に限り細分

化した作業手順とより正確に対比した内容

から難易度の高い要素作業の分析から、作

業難易度の改善内容を精査し、その変化か

ら高齢者就労への可能性を評価する。 

② 作業動作分析による高齢者就労可能性の

評価法の確立 

ａ．高齢者就労対策法と就労可否の評価法の

確立 

 高齢者就労を目標として設備・装置、さ

ぎ用改善などの対策が行われる。それらの

対策により高齢者が就労するときの作業内

容が改善され、それらの対策結果から、対

策目標である就労可否の評価法を確立す

る。具体的には、高齢者就労対策法による

改善効果を高齢者就労可否判定する評価

法。 

ｂ．作業動作分析の評価法 

 「サーベリック法による１８要素作業法」

に適応し、改善前後の作業性を評価する。

その中で、作業性の改善内容の詳細な分析

を通して、高齢者就労への作業改善内容の

確認と高齢者就労を実現する。 

 これまで対策してきた設備及び装置によ

る改善内容をサーベリック法による１８要

素作業法により、作業手順として設定して

いる１８要素作業で評価する。 

｢改訂サーベリック法２８要素作業法｣ 

 高齢者は加齢に伴い作業動作範囲が縮小す

る傾向があること、さらには、より細かな動

作に分解した要素作業による方法として改定

サーベリック法を紹介する。改定サーベリッ

ク法を用いて、改善前後の細分化した要素作

業の変化から値高齢者適応職務として再設計

が進んでいるかを検証する。 

 

（３） 高齢者就労化へ各種判定法の提案 

 今回は、ハード対策導入に関するハード対策

開発マニュアルを３種類、作成し、使用してみ

た。 

 それぞれ、ハード対策として活用できるので、

高齢者就労対策の判定手法として用いることを

提案する。 

 さらに、高齢者の就労に対して、３種類の手

法を用いて、就労可否について、合計１１事例

で精査してみた。 

 それぞれ、全く別方向からの評価法であるが、

それぞれが重要指標であり、それらを総合的に

使用する方法で、高齢者就労対策の判定手法と

して用いることを提案する。 

 

（４） ハード対策による高齢者就労可否の判定 

 高齢者就労対策法と就労可否を評価する方法

である。 

 高齢者就労を目標として設備・装置、さぎ用

改善などの対策が行われる。それらの対策によ

り高齢者が就労するときの作業内容が改善さ

れ、それらの対策結果から、対策目標である就

労可否の評価法を確立する。具体的には、高齢

者就労対策法による改善効果を高齢者就労可否

判定、評価する。 

 具体的には、次のように実施した。 

 従来の手処理作業、半自動方式を参考にしな

がら、高齢者就労を前提とする設備仕様の開発

に取り組んだ。自動化対策により、手作業部分

の自動化により、特に難作業とされていた作業

が解消し、高齢者就労可能作業への職務再設計
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を実現した。 

 今回は、ハード対策の５事例に適応し、それ

ぞれ的確な判定、評価が出来ることがわかった。 

（５） 作業動作分析法 

 作業を構成している一連の動作をステップに

分類し、各ステップをハード対策により改善し、

軽作業化、作業省略などの対策で、高齢者の就

労を可能にする。改善前と改善後の対比で、改

善の進展度を評価すると共に、 終的には高齢

者就労の可否を判定する。もし、高齢者の就労

が困難な時には、さらに改善を進めて、 終的

には、高齢者就労が可能になるまで、対策を進

めることが望ましい。 

イ．「バレルメッキ前処理作業における半自動

化」 

 バレルメッキ前処理作業工程に半自動化装

置の導入により、改善前と改善後の変化は次

の通りである。 

改善前 

現行メッキ作業の整理・確認   

  ・設備の始業点検（メッキ駅の確認を含む）  

・生産指示による加工品の準備・ 

・バレルに部品を投入する。 ・メッキ処理 

  ・所定容器に部品を入れる。 

・日報記入 ・所定場所に保管 

メッキ処理作業に於ける設備・装置の確認作業 

 設備・装置    現在作業   高齢者就労対策  

 ろ過機     ろ過紙洗浄   カートリッジに変更 

 コンプレッサー 高い騒音    静音化に改善 

 シャッター   手動で重い   自動化 

 バレル作動   始動時が重い  自動化 

 チェーン    作動不正常   正常化で高齢化可能 

 チラー     手で調整    自動調整化 

 整流器     高齢者計測困難 デジタル化  

 陽極      取扱重量が重い 軽量化      

 

ロ．「バレルメッキ後処理作業における半自動

化」 

 バレルメッキ後処理作業工程に半自動化装

置の導入により、改善前と改善後の変化は次

の通りである。高齢者就労化を実現できた。 

 

作業手順     改善前 改善後  変化 高齢者労 

の可否 

作業手順分析 

フォークに乗る 

製品をとりに行く 

製品を定位置に置く 手動  手動   

フォークを降りる 

コンベェアに置く  手動  手動 

バレルの蓋を開ける 手動  手動 

製品ポリ持ち上げる 手動  自動 高齢者就労可能となる 

バレルに入れる   手動 半自動 高齢者就労可能となる 

バレル蓋を閉める  手動  手動 

注記：ポリの製品重量が重く、取り扱い回数が

多いこともあり、高齢者の就労が困難な

作業であった。これに一部自動化、半自

動化により高齢者の就労が可能となっ

た。 

 

ハ．「引っ掛けメッキ装置の半自動化」 

 引っ掛けメッキは、終日重量物を取り扱う

ために、高齢者就労が困難作業とされていた。

この重量物の取り扱い作業に半自動化装置を

導入する方法で、軽作業化を実現した。 

 

作業手順      改善前 改善後  変化 高齢者労 

の可否 

作業手順分析     手動  手動 

冷却機バルブ明け   手動  手動 

制御版ＳＷオン    手動  手動 

冷却機ＳＷオン 

冷却機作動確認 

冷却機作動確認     

冷却機ＳＷオフ    手動 半自動  軽作業化が実現 

制御版ＳＷオフ    手動 半自動  軽作業化が実現 

装置下バルブ外し清掃 手動 半自動  高齢者就労可能 

制御版ＳＷオン    手動 半自動  軽作業化が実現 

制御版ＳＷオン 

冷却機作動確認 

冷却機メーター確認 

冷却機水掛け     手動 半自動  軽作業化が実現 
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（６） 作業動作分析の評価法 

 高齢者は加齢に伴い作業動作範囲が縮小する

傾向があること、さらには、より細かな動作に

分解した要素作業による方法として改定サーベ

リック法を紹介する。従来型サーベリック法と

改定サーベリック法を用いて、改善前後の細分

化した要素作業の変化から、高齢者適応職務と

して再設計が進んでいるかを検証する。 

イ．「バレルメッキ後処理作業における半自動

化事例での作業動作分析評価法の適応」 

 バレルメッキ後処理作業工程に半自動化装

置を導入による作業動作の変化を、従来型サ

ーベリック法と改定サーベリック法を用い

て、改善前と改善後の変化を分析する。 

 要素作業内容 改善前 改善後 

従来型サーベリック法     

 移動  ３  ３ 

 掴む  ８  ３ 

過重移動  ３  １ －２ 

 探す  １  １ 

 選ぶ  １  １ 

 調べる  １  １ 

 定位置  １  １ 

  小計 １８ １１ －２ 

改訂型サーベリック法 

 首を上下する ５ ２ －３ 

 前屈み １  ０ －１ 

 腕を伸ばす ４  ２ －２ 

 足を伸ばす  ４  ２  ２ 

合計 ３４ ２４ －１０ 

注記：従来型サーベリック法と比較して、改訂

サーベリック法では、改善前後の変化を

より正確に評価出来るので、高齢者対策

評価法として有効である。 

 

ロ．「引っ掛けメッキ装置の半自動化事例での

作業動作分析評価法の適応」 

 引っ掛けメッキ装置の半自動化の導入によ

る改善事例での作業動作の変化を、従来型サ

ーベリック法と改定サーベリック法を用い

て、改善前と改善後の変化を分析する。 

 要素作業内容 改善前 改善後 

従来型サーベリック法     

 移動 ７ ３ －4 

 掴む ２ ２ 

分解する １ ０ －1 

放す ２ ０ －2 

 調べる １ ０ －1 

  小計 １3 ５ －8 

改訂型サーベリック法 

 首を回す 1 0 －1 

首を上下する 7 4 －3 

 首を斜めにする 4 0 －4 

しゃがむ 6 2 －4 

 腕を伸ばす 5 2 －3 

 足を伸ばす 4 2 2 

  装合計 34 24 －10 

 

注記：従来型サーベリック法に比較して、改訂

サーベリック法では、改善前後の変化を

より正確に評価出来るので、高齢者対策

評価法として有効である。 

 

（７） 高齢者・パートが就労できる条件づくりへの

挑戦 

イ．軽作業化実現に伴う人事制度の見直し 

 高齢者の持つ技術・技能、経験と知恵を生

かし「モノづくり」革新への挑戦 

・高齢者の持つ技術・技能、経験と知恵を全

面的に活用し、｢モノづくり｣革新への挑戦

により熾烈な競争に打ち勝てるよう職務再

設計に取り組んだ。 

・従来の力づくの｢モノづくり｣から、高齢者

がどの職務にも就労でき、高齢者の持つ技

術・技能が全面的に活用できるような「も

のづくり」を実現し、生産職場から高齢者

が就労不可職務の排除に挑戦し、実現を目

指している。 

ロ．高齢者・パートが就労できる条件作りへの

試行 

・高齢者・パートがより容易に就労できるよ

う勤務方式、労働契約などの見直しを行い、

加齢に伴う労働力の低下をこの方式により

補完する方法で就労できる条件づくりの確

立を指向し、より高齢化する労務体制への

対応策の見極めの一助とする。 
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・一挙に就業規則の変更には問題があるので、

その前段階として、高齢者パートを採用し、

労務体制、勤務方式などのあり方と将来、

全面的に移行するとの問題点把握などをお

こない、いずれ、就業規則改訂への予備的

検討と見極めをおこなう。 

ハ．高齢者に優しい職場づくりと職務再設計と

再雇用制度導入の改善 

 高齢者就労を阻害とする課題に積極的に挑

戦、解決し、高齢者就労不可とされていた職

務の再設計により解消できた。 

 設備条件もあるが、古い設備で技術・技能

と重筋作業と称する作業が多く存在してい

た。これらの作業の解消を目指して、ハード 

対策を実施し、設備改善、作業改善などによ

り、高齢者就労不可とされていた職務への再

設計により解消することが出来た。 

 これらの設備対策に平行して、ライン作業

負荷の軽減対策を実施することにより、軽作

業の実現に成功し、高齢者就労がより容易に

なった。 

 これらの改善を受けて、ソフト対策として

短期就労６０歳台高年齢者を採用し、就労し

ている。その中で正規従業員に対応する労働

条件と勤務体制、更には、就業規則改定の方

向性を検討している。この成果を見て、早急

に改訂などの対策を推進する。 
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Ⅲ．まとめ 

 今回は、金属表面処理作業における高齢者就

労を可能にするように職務再設計を行うこで取

り組んだ。当初は、現場改善を中心とする生産

性向上活動と平行して、高齢者就労を可能にす

るような取り組みで着手した。 

 改善活動として大きな成果をあげてきたが、

引き続きの製品原価の低減、さらには、年々１

歳づつ着実に高齢化している現状を考慮し、高

齢者対策として高齢者適応化職場への職務再設

計の必要性を痛感していた。 

 研究を進めるに当り、下記の手法を開発した。 

○ ハード対策開発マニュアルによる効率的な

改善活動の推進 

① 設備開発マニュアルの活用 

その１，その２，その３ 

② 装置開発に伴う改善の進め方マニュアル

の活用 

○ 高年齢者雇用開発ハード対策評価のソフト

開発 

① ハード対策による高齢者就労可否の判定

法 

② 作業動作分析法による高齢者就労の可能

性の精査 

③ 作業動作分析法による作業軽減内容の分

析 

 今回の共同研究事業で、当社の代表的な作業

での高齢者対策として具体的な施策の妥当性を

確認すると共に、その成果を評価する方法が判

明できたことは、大変有効であり、今後の改善

活動に適応し、引き続き拡大、水平展開を実施

し、企業努力で出来る部分は精一杯の活動を推

進する。 

 本事業の着手当初は、ハード対策と平行して、

高齢者就労を可能にする人事制度の見直しの計

画であったが、ハード対策の実現に時間がかか

ったことと、人事制度の見直しへの工数がかけ

られなかったことで、計画より大幅な遅れが発

生した。 

 さらには、高齢者就労職場への職務変換の実

現に合せて、正規従業員の就労が就業規則によ

り、当初考えていたほど、容易に就労できない

ことが判明した。そこで、可能な限り早期実現

を図る観点から短時間パートを今回の活動によ

り実現した高齢者就労職場に配置し、就業可否

の見極めを行い、その結論が出たところで、就

業規則の改定に踏み切る予定である。 

 さらに毎年、高齢化が進んでいる従業員の健

康管理の問題もある。健康管理は個人の問題で

あるが、自己管理を促進強化させるのも企業活

動を維持発展させるためには、重要な課題であ

る。 

 会社は、定期健康管理を実施するなどの対策

は行っている。健康が財産であるとの観点から

も、会社が関与できる部分では、働く仲間とし

て健康に留意するよう働きかける必要がある。 

 研究活動の次の課題は引き続き人事・労務関

係からの有効な対策の実施と健康管理の問題を

並行的に進めて、従業員が安心して働ける事業

作りに邁進していくことである。この活動で体

得したハード対策の進め方、特に、対策効果の

刈り取り方などの貴重なノウハウを当社の財産

として定着化し、より充実した活動を推進する

ためにも、引き続き改善活動を強力に推進して

いくことが重要な課題である。 
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改善前

バレルへは重量ポリ容器を持ち上げて投入

しなければならないため高齢者就労が困難。

ろ過装置の取扱い作業はバルブや配管が

配管が複雑で、ろ布の交換作業に熟練を

要する。

改善後

ボタン1つでろ過作業を行える

ポリ容器持ち上げ支援装置導入により高齢者の就労 装置を導入

が可能になった。

ハード対策２　　バレル後処理手作業自動化による高齢者作業への職務再設計の計画
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ハード対策３　　引っ掛けメッキ装置の半自動化

＜３価クロメート処理エアブロー作業＞

改善前 改善後

配管を1つにまとめ、設定を容易に

エアブロー配管が複雑なため、熟練作業者が することで高齢者でも作業が可能

手動で設定。 となった。

＜３価クロメート液に予備槽の設置＞

改善前 改善後

処理槽に落下してしまった製品は液が不透明で 予備槽に処理液を移送し、槽内

液面から見えず、また槽内の配管が複雑なため、 落下物回収が高齢者でも可能に

熟練した作業者が専用冶具で槽内を探す。 なった。
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ハード対策３　　引っ掛けメッキ装置の半自動化

＜ハンガー運搬の半自動化＞

改善前 改善後

ハンガーの重量が重いため、 運搬用ハンガー台車を製作し、高齢者でも作

運搬は２人で作業を行っている。 業できるようになった。

＜塩酸補給方法の半自動化＞

改善前 改善後

塩酸の補給はポリ容器から人手で投入 塩酸補給タンクを設置し、補給作業の

しているため危険が伴う。 安全性を高め、高齢者就労を可能にする。
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改善前

一定温度設定が困難なため、熟練者が常時設定温度

条件を変更管理しなければならない。

改善後

始業時に設定すれば一定温度を自動で維持できるよう

装置を改良した。

ハード対策４　　メッキ処理液冷却装置の半自動化



㈱大協製作所  

178 

 


	株式会社大協製作所
	Ⅰ．研究の概要
	１．研究の背景・目的
	（１）事業の概要
	（２）高齢者雇用状況
	（３）研究の背景・課題
	（４）研究のテーマ・目的
	（５）研究体制と活動

	２．研究成果の概要
	（１）高齢者に優しい職場づくりのための職務再設計・再雇用制度導入
	（２）高齢者の技術と経験を生かす「モノづくり」の実現
	（３）高齢者就労負荷作業解消対策による自動化で、品質向上、生産性向上の実現
	（４）高齢者就労可否判定法と評価法の試行と新規開発手法の提案
	（５）高齢者・パートが就労できる条件作りへの挑戦


	Ⅱ．研究の内容と結果
	１．課題の設定と具体的な進め方
	（１）半自動化による高齢者就労への挑戦
	（２）作業負担軽減に係る支援機器の開発・導入
	（３）軽作業化実現に伴う人事制度の見直し

	２．研究内容・方法など
	（１）ハード面
	（２）ハード対策効果の測定法の確立
	（３）ハード対策による課題解決法と評価法の開発

	３．研究結果
	（１）ハード対策開発各機器の評価
	（２）高齢者雇用開発ハード対策のソフト開発
	（３）高齢者就労化へ各種判定法の提案
	（４）ハード対策による高齢者就労可否の判定
	（５）作業動作分析法
	（６）作業動作分析の評価法
	（７）高齢者・パートが就労できる条件づくりへの挑戦


	Ⅲ．まとめ



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308030d730ea30d730ec30b9537052377528306e00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice


